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１．はじめに 

 1980 年代の債務危機は、それまでラテンアメリカ諸国が採用してきた輸入代替

工業化に基づく内向的な開発戦略の根本的な見直しを迫るとともに、IMF や世銀

の処方箋に基づく経済安定化政策と構造調整政策の採用を余儀なくした。その結

果 90 年代までに、ほとんどの国々で、ワシントン・コンセンサスと総称される一

連の経済改革プログラムが実行に移された。 

 80 年代から本格化するラテンアメリカ諸国の市場改革を担ったのは、一般に経

済テクノクラート1と呼ばれる、欧米の大学院で専門教育を受けた経済学者達であ

った2。彼らは、債権国や IMF・世界銀行との交渉において指導的役割を果たし、

徐々に各国の経済政策策定の要職を占めるようになった。このような経済テクノ

クラートの台頭は、必ずしもラテンアメリカ特有の現象ではなく、先進国では、

1930 年代以降ケインズ主義的経済政策の普及とともに、経済テクノクラートの役

割が増加したことが知られている3。また、東アジアの NIES 諸国や、東南アジア

諸国においても、60 年代前後から、欧米への留学経験者が経済計画の作成や、マ

クロ経済運営に手腕を発揮してきた。 

 途上国における経済テクノクラートの台頭の背景に、第二次世界大戦後の経済

学の国際化、特に新古典派経済学の米国から途上国への伝播が重要な役割を果た

してきたことは、つとに指摘されてきたところである4。なかでも、チリとインド

ネシアにおける、自由主義経済政策の採用においては、米国から導入された経済

思想の影響が大きな役割を果たした。本稿では、戦後米国の途上国援助の一環と

して推進された大学間協定を通じた経済学者育成に注目し5、両国の経済改革にお

いて彼らが果たした先駆的役割を明らかにすることを目指した。 

 両国における経済テクノクラートの台頭は、米国の支持を受けたピノチェ軍事

  



政権(1973－1990 年)及びスハルト新秩序政権(1966－1998 年)の誕生をそれぞれ背

景としていたことから、特に従属論的立場からの厳しい批判にさらされてきた。

彼らは、米国が CIA 等による干渉政策により左派的な政権を転覆した後に、国際

金融機関と共謀してマネタリズム経済政策を強制した結果、両国における経済格

差が拡大したと主張し、経済テクノクラートの買弁的な役割を強調した6。このよ

うな見方は、確かに歴史の一面をついているかもしれない。しかし、両国の権威

主義政権により経済テクノクラートが登用されたのは、大学間協定の締結から 10

年ないしは 20 年後のことであり、協定と政権交代に直接的な因果関係を見出すこ

とは困難であろう。また米国と国際金融機関の役割に対する過度の強調は、国内

アクターとしての経済テクノクラートの役割を軽視する結果となっている。 

これと対極的なのが、新古典派経済学及び経済自由主義が途上国に普及・定着

したのは、その理論的・実践的優位性による当然の帰結であるという立場である。

すなわち、グレシャムの法則とは逆に、良貨が悪貨を駆逐するように、「正しい経

済学」が途上国に受入れられたという考えである7。しかし実際には、その受入れ

の過程は様々な試行錯誤をともなっており、その理解には様々な制度的・政治的

要因の分析が不可欠である。 

本稿では、大学間協定を通じた知的移転という外的要因を重視するとともに、

経済テクノクラートを通じて導入された経済思想が市場改革の実現として政策化

されるにいたる途上国国内の政治過程にも着目した。以下第 2 節では、大学協定

を通じたチリとインドネシアへの新古典派経済学の導入過程を、第 3 節では、経

済テクノクラートと権威主義指導者との関係に注目しつつ、両国における経済テ

クノクラートの台頭とその自由主義経済改革における役割を検討する。 

 

２．大学間協定と新古典派経済学の途上国への移転 

（1） 1950 年代米国の途上国援助政策と大学間協定 

 1949 年 1月、トルーマン大統領は、年次教書において米国による途上国への非

軍事的援助の開始を宣言した8。しかし、直後に勃発した朝鮮戦争により、途上国

に対する軍事援助の重要性が再確認されたため、経済援助と技術援助はあくまで

軍事援助を補完するものとされた9。それゆえ、1950 年代米国の援助政策は、1960

年代初頭に米国の途上国に対する非軍事援助政策の基本方針が確立するまでの、

過渡的な性格を持っていたと言えよう。戦後米国の援助政策には大きく分けて二

つの立場が存在した。一つは、援助政策はあくまで米国の安全保障政策を補完し、

  



共産主義の拡大阻止を目的とすべきであるとする冷戦ドクトリンに基づく立場で

ある。もう一つの立場は、米国の伝統的価値観である民主主義と経済自由主義に

基づいており、米国的価値の伝播が途上国の発展に貢献すると考えていた10。こ

れら二つの立場は必ずしも矛盾していたわけではなく、時に融合、時に反発しな

がらも援助政策の基底を形成していた。本稿で扱う、大学間協定も両者の立場を

反映するものであった。 

 1950 年代の米国には、途上国の留学生への奨学金制度として、主に三つの法的

枠組みが存在した。一つは、フルブライト法(1946 年制定)による留学制度、もう

一つは、情報教育交換法(1948 年制定)に基づき国際情報局(USIA、1953 年創設)

が運営する文化交流制度、そして最後に、本稿で扱う、相互安全保障法(1951 年

制定)に基づき国際協力局(ICA)11が実行する技術協力の一環としての大学間協定

であった12。これらの政府による留学制度を補完する役割を果たしたのが、フォ

ード財団やロックフェラー財団等の民間財団であった13。これら財団は、ICA に

よる大学間協定に資金を提供するとともに、独自プロジェクトとして米国の大学

を通じた国際協力プロジェクトを行った。 

ICA の前身である対外事業局(FOA)は、その技術協力事業の一貫として、1953

年頃から、米国の有名大学との提携による途上国の官僚、教師、専門家等の養成

プログラムを本格的に開始した。これらプロジェクトの目的は、途上国の指導者

を育成することにより、近代化の課題を担う上で中核となるグループを供給する

ことであった。そこには米国援助局と民間財団の様々な思惑が反映されていた。

一つは、途上国における近代化は有能なエリートにより指導されなければならな

いという信念であった。時期尚早な大衆参加による急激な変化は、秩序の維持を

危うくし、共産主義が付け入る隙を与えることになりかねないと考えられた。第

二は、技術と専門知識への信頼に基づくテクノクラート志向であった。すなわち、

一定数の専門的知識を有した指導者が存在すれば、先進国が何十年何百年もかか

った近代化の課題を、途上国が比較的短期間の内に達成することが可能であると

いう発想である。最後に、現実問題として、大学間協定による途上国の指導者育

成は、もっとも安上がりかつ効果的な技術協力であると考えられた14。 

 こうして 50 年代中頃には、政府援助局、民間財団、大学の三者の間に、大学間

協定の雛型に関する共通理解が徐々に形成された。すなわち、米国の大学と途上

国の大学間に結ばれる協定は、二つの構成要素からなっていた。一つは、途上国

の大学の学生や教員の米国大学院への留学プログラムであり、もう一つは、学部

やその付属研究機関への米国大学スタッフの派遣である。すなわち、米国の大学

  



院で教育を受けた専門家を途上国に供給する一方で、カリキュラム改革、付属研

究機関の創設・改編等を通じて、協定終了後も受入機関において米国と同様の方

法論に基づく教育・研究活動を行うことが目的とされた15。以下、個々の協定の

内容を見てみよう。 

 

（2） シカゴ大学とチリ・カトリック大学の協定 

 1920 年代の硝石危機とそれに続く世界恐慌はチリ経済に壊滅的な打撃を与え

た。その結果、チリは 30 年代以降、それまでの自由貿易主義を放棄し、国家主導

による輸入代替工業化への道を模索し始めた。この新しい開発戦略を理論的に支

持したのが、チリのサンティアゴに本部を置く国連ラテンアメリカ委員会(ECLA、

現在の ECLAC)を拠点とする構造主義経済学派であった。シカゴ大学とカトリッ

ク大学の協定が結ばれた 1950 年代の、チリにおける支配的経済思想は、チリ大学

と ECLAを拠点とする、この構造学派経済思想であった。 

 シカゴ大学とカトリック大学間の協定は、新古典派経済学をチリに導入するこ

とにより、この構造学派経済思想の優位に風穴を開け、長期的にはチリが国際協

調的な自由主義経済政策に回帰することを目的としていた。当時、国務省及びそ

の出先機関である米国大使館は、構造学派経済学を国家主義的かつ左翼的と捉え

ており、同協定がその影響力減少に貢献することを期待していた。他方、ラテン

アメリカを足掛けに途上国への展開を図っていたシカゴ大学経済学部も、同協定

を歓迎した。当時のシカゴ経済学派は、極端なマネタリズムと反ケインズ主義に

より米国内でも特異な存在とされていたこともあり、外国人留学生の受入れに積

極的であった。また、シカゴの経済学者達は、ラテンアメリカの構造主義は、厳

密な実証性を欠く経済イデオロギーであり、経済学とは認めがたいと考えていた。

これに対し、カトリック大学も、経済学部の強化により、ライバル校であるチリ

大学と肩を並べるためにもシカゴ大学との協定を大いに歓迎した16。 

 1956 年 3 月に両大学が締結した協定には、フォード財団とロックフェラー財団

が助成を行った。当初、協定の期間は 1956 年から 3年間とされていたが、二度の

延長を経て 1964 年まで継続された。同協定により、毎年数名のチリ人大学院生が

シカゴ大学経済学部に留学するとともに17、シカゴ大学経済学部から教授陣がカ

トリック大学に派遣され、経済学の授業を行った。またこれと同時に、シカゴ大

のスタッフにより、カリキュラムの大幅な改定と経済研究所の創設という二つの

学部改革が実行された。学部改革は、シカゴへの留学から帰ってきたチリ人経済

  



学者により継続され、カトリック大学経済学部は、短期間の内に、チリのみなら

ずラテンアメリカにおいても有数の新古典派経済学の教育・研究センターに変貌

を遂げた18。 

 

（3） カリフォルニア大学バークレー校とインドネシア大学の協定 

 1949 年インドネシアはオランダからの正式な独立を果たし、政治統合と経済再

建への取り組みを開始した。しかし新政府の財政基盤は脆弱であった上に、短命

な政権が続き、一貫した開発政策の採用を困難にしていた。他方、独立闘争を経

験した民族主義的指導者は、土着企業の優遇策をとったが、成果は乏しかった。

経済民族主義は、1950 年代末に始まるスカルノの「指導される民主主義」の時代

にピークに達し、オランダ系資産の国有化が進むと同時に、国家主導の「指導さ

れる経済」が追求された。経済学における大学間協定は、インドネシアにおける

経済学者の絶対的不足を補うことにより経済開発を担う人材を供給するとともに、

過剰な経済民族主義的傾向を抑制するという米国の意図を反映していた19。 

 カリフォルニア大学とインドネシア大学の協定は、独立後間もないインドネシ

アの国家建設の助成を目的とするフォード財団による一連のプロジェクトの一環

として締結された20。インドネシアにおいて同協定の締結に尽力したのは、当時

インドネシア大学経済学部長であったスミトロであった。彼は、経済学教官の絶

対的不足を補うと同時に、インドネシア人経済学者の養成を可能とするような、

先進国の大学との交換プログラム締結の可能性を探っていた21。 

 1956 年 7月に締結された協定は、同年に結ばれた、シカゴ大学とチリ・カトリ

ック大学間の協定と非常に似通った内容であった22。すなわち同協定を通じて、

カリフォルニア大学からインドネシア大学経済学部と社会経済研究所に教授陣が

派遣されると同時に、インドネシア大学経済学部の若手教官数名がカリフォルニ

ア大学（一部その他の大学）の大学院において経済学の専門教育を受けた23。協

定の期間は、当初 1958 年までの二年間とされたが、後に 1960 年まで延長され、

協定の終了後も様々な形で両大学間の交流が続けられた。 

 これらの協定を通じて、チリとインドネシアの若手経済学者達は、新古典派経

済学の様々な経済理論を学習して本国に帰国した。特にここで肝心なのは、彼ら

が米国での留学生活を経て、（１）資源の効率的配分における市場メカニズムの絶

対的優位、（２）経済開放の必要性、（３）国家の経済介入を制限する必要性、（４）

経済理論の現実経済への適用性といった、共通の信念を持つに至ったことである。 

  



３． チリとインドネシアの経済改革における経済テクノクラートの役割 

 以下本節では、チリの軍事政権とインドネシアの新秩序政権により実行された

初期の経済改革24を中心に、経済テクノクラートの果たした役割を比較・検討す

る。 
 

（1） チリの経済テクノクラートと経済改革(1973－82 年) 

 シカゴ大学からチリに帰国した若手経済学者の内数名は、母校であるカトリッ

ク大学経済社会学部の専任教官に就任し、同学部を基盤に新古典派経済学と経済

自由主義のチリへの普及を図った25。しかし、国家志向の強かった当時のチリに

おいては、当初、徹底的な市場主義を説く彼らの主張を受入れる者は少なかった。

それでも、フレイ政権(1964－70 年)による抜本的な社会改革の実行、アジェンデ

政権(1970－73 年)による一連の国有化政策の実施等を背景に、彼らの主張は、国

際派の企業家層を中心に一定の支持を獲得していった26。アジェンデ政権下に彼

らが作成した代替経済綱領は27、1973 年 9 月の軍事クーデター直後に軍に手渡さ

れ、彼ら自身も、軍事評議会により経済顧問として登用された。 

軍事政権及びそれを支持した勢力の間では、前政権までの輸入代替戦略に基づ

く保護主義的政策への反省から、経済自由化への大枠でのコンセンサスが存在し

たが、その内容及びペースに関しては必ずしも一致した見解はなかった。そのた

め政権成立直後は、シカゴ出身の経済テクノクラートの主張する急進的な改革へ

の抵抗が強く、どちらかというと漸進主義的なアプローチが採用された。しかし、

前政権から引き継いだ経済危機が深まる中で、徐々に思い切ったショック政策の

導入が必要であるという認識が強まり、1975 年 4 月、オーソドックスな安定化政

策を主旨とする、経済回復計画が発表された。 

同計画の発表を境にして計画の策定にあたった、デ・カストロを始めとするシ

カゴ留学組のテクノクラートが蔵相、経済相、国家計画庁長官、中央銀行総裁等、

次々と経済政策策定の要職に任命された。彼らの手により、1980 年代初頭にかけ

て、価格統制の撤廃、金利の自由化、関税率の一本化と段階的引き下げ、非関税

障壁の撤廃、単一為替レートへの移行、資本移動の自由化、財政改革、国営企業

の段階的民営化、税制改革、労働法の整備、年金改革等、一連の構造調整政策が

矢継ぎ早に実行に移された。 

チリにおいてこのような抜本的な自由主義経済改革の実現が可能となった一

つの要因としては、ピノチェ個人への権力集中というチリ軍事政権の特性と28、

  



政権内での分業体制の確立があった。自らの政治的権力基盤を持たない経済テク

ノクラートが政権内で影響力を持つには、閣僚の人事権を握るピノチェの支持が

不可欠であった反面、ピノチェにとっては経済改革の成功が政権の維持と自らの

個人支配を正当化する上で欠くことのできない重要性を持っていた。軍事政権成

立時には、ピノチェ自身を含むチリの国軍は独自の明確な経済ヴィジョンを持た

なかったため、一旦経済テクノクラートへの信頼を深めたピノチェは、治安と行

政を掌る軍と彼らテクノクラートの間に、一種の分業体制を確立し、経済運営を

基本的に彼らに一任した29。 

また、ピノチェのバックアップにより、経済テクノクラートが短期的な社会的

要求からある程度隔離されたことにより、安定化政策と構造改革の厳格な適用が

可能となったことも重要であった。一方では、労働組合や左派の活動家等は軍に

より徹底的に弾圧され、有効な反政府活動を行いえなかった。他方では、軍政以

前の政治経済体制への復帰を恐れた企業家層が経済改革を大枠で支持したことが、

改革プログラムの忠実な実行を容易にしたと言えよう30。 

他の要因として、シカゴでの留学生生活、母校カトリック大学、左派勢力との

葛藤、代替綱領の作成、経済顧問・閣僚としての経験の共有を通じて培われた経

済テクノクラート間のグループ意識が、彼らに経済改革チームとしての団結をも

たらす上で重要な役割を果たしたことがしばしば指摘されている31。 

上に挙げた一連の構造改革の実施により、チリは、1977 年から 80 年代初頭に

かけて高い経済成長率を達成し、｢チリの奇跡｣として、国内外に経済改革の成果

が喧伝された。しかし、性急な自由化の実施と固定為替レートの採用は経常赤字

と対外債務の急増をもたらし、1982 年にはチリは二桁のマイナス成長を記録する

など深刻な経済危機に陥り、翌年には政府が主要銀行を含む金融機関への介入す

るなど経済自由化は一旦後退を余儀なくされた32。だが、危機の勃発は必ずしも

経済政策の全面的見直しを意味せず、1985 年以降、｢第二世代｣の経済テクノクラ

ートと呼ばれる改革チームの手によって再び、構造改革が継続された。彼らは 70

年代の改革による失敗への反省から、より現実的かつ柔軟な政策スタンスに立ち、

1980 年代後半には、インフレの漸次的抑制と順調な経済成長を実現した33。市場

主義経済政策は 1990 年の民政移管により誕生した中道左派政権によっても継承

され、経済テクノクラートによる堅調なマクロ経済運営が現在にいたるまで定着

している34。 

 

  



（2） インドネシアの経済テクノクラートと経済改革 (1966－74 年) 

 チリの経済テクノクラートと同様に、インドネシアの経済テクノクラートも米

国からの帰国後、次々と母校インドネシア大学経済学部の教壇に戻り、同学部を

基盤に次第に同国のエリート層への影響力を拡大した。特に、彼らが軍の将校学

校において教鞭をとったことが、後に新秩序政権の経済顧問として登用される重

要なきっかけとなった。スカルノ政権による経済政策に批判的であった彼らは、

1966 年に軍や学生組織の参加により開催された一連の反スカルノ派のセミナー

において、ポスト・スカルノ時代の経済の処方箋を提示した。そこでスハルトの

目に留まったかれらは新政権の経済顧問として召集された35。 

1965 年の 9 月 30 日事件36をきっかけに、1966 年に実権を掌握したスハルト政

権の最初の経済的課題は、債権国との交渉に成功し、スカルノ政権末期の経済混

乱に終止符を打つことであった。この双方の課題において、経済テクノクラート

は指導的な役割を果たした。スカルノの支持を受けた彼らのイニシアティヴによ

り、均衡財政原則の導入、政府の規制緩和、関税引き下げ及び非関税障壁撤廃に

よる貿易自由化及び輸出促進、外資導入の自由化、為替レートの一本化、銀行改

革等の一連の改革が急速に進められた。改革の成果はめざましく、1966 年に 600％

を超えていたインフレ率は 1971 年には 4.4％まで下がり、1968 年から 1974 年の

間に GDPは年率約 8％の成長を遂げた。 

このようなスハルト政権初期の経済改革においても、チリ同様、経済テクノク

ラート・チームの団結37、包括的な代替綱領の存在、社会的要求からの隔離とい

った諸条件が、一貫性のある改革の短期間での実現を可能とする要因となった。

チリのシカゴ・ボーイズとピノチェの間に相互依存関係が生まれたように、イン

ドネシアの経済テクノクラートもスハルトから全幅の信頼を受けて思い切った改

革を断行し、政権の正当化に貢献した。 

ただしチリと異なったのは、スハルトと経済テクノクラートとの関係が、チリ

におけるような経済政策の全権委任ではなく、むしろ部分的な委任であったこと

である。すなわち、治安と行政を担当する軍と経済テクノクラートの間に明確な

分業体制が確立されたチリに対して、インドネシアにおいては、石油公社プルタ

ミナ総裁のストウォ将軍や戦略国際研究所のムルトポ将軍等を中心とする軍出身

の高級官僚に代表される経済民族派が、経済政策への影響力を保持した。そのた

め、スハルトによる市場経済主義の採用は、その対極にある国家主導の工業化路

線の放棄を必ずしも意味しなかった。 

  



それゆえ、政権初期の構造改革が一段落した後は、主にマクロ経済運営の要職

を占めた自由主義経済テクノクラートと、産業政策や国営企業部門を牛耳る経済

民族派との間の影響力の推移が、経済政策全般の方向性を左右することとなった。

スハルトは、その時々の政治的あるいは経済的状況に応じて、両者のバランスを

取ることにより政権の安定化を図った。特に 1970 年代には石油ブームに支えられ

て国営企業による大型プロジェクトを中心とする輸入代替工業化が促進された。

ただし、この時期においても蔵相、商業相、国家開発企画庁長官、インドネシア

銀行総裁等のポストに留まった経済テクノクラートにより堅実なマクロ経済運営

が維持されたことが、その後もインドネシア経済が大きな危機を経ずに長期的な

好パフォーマンスを維持する一因となった38。 

 

４． おわりに 

第 2節でみたように、戦後米国の国際援助政策の一環として導入された大学間

協定は、米国の大学での専門教育を通じて、途上国に近代化の課題を担う人材を

提供することを意図していた。その長期的目的は、途上国における革命的動きを

抑制し、米国の主導する資本主義陣営への統合を図ることであった。本稿で扱っ

たチリとインドネシアの例は、このような所期の目的をかなり達成した例と言え

よう39。大学間協定により米国の大学院で経済学を学んだ、チリとインドネシア

の経済テクノクラート集団は、民族主義的経済思想が支配的であった両国に米国

の主流派経済学を導入する役割を果たすとともに、抜本的な市場改革の実施に指

導的な役割を果たし、両国における国家主導型から自由主義経済政策への政策転

換に貢献した。 

 両国における経済テクノクラートの台頭は、革命を標榜する左派的民族主義政

権下の経済混乱を背景に誕生した、軍部主導の権威主義政権誕生という極めて似

通った政治的背景を持っていた。彼らは、ピノチェとスハルトへの権力集中にと

もなって経済政策策定の要職を占め、経済安定化と市場主義に基づく構造改革の

実施に指導的役割を果たした。とりわけチリにおいては、治安と行政を担う軍と

経済を担当するテクノクラートの間に、明確な分業体制が確立されたことにより、

1970 年代中頃から 80 年代初頭にかけて「マネタリストの実験」と呼ばれるよう

なオ－ソドックスな経済安定化政策と抜本的な経済自由化政策が断行された。ま

たインドネシアにおいても、1966 年から 1970 年代初頭に実行された自由主義経

済改革が、その後の経済発展の基盤を築く役割を果たした。 

さらに、共通の経歴を有する団結したテクノクラート・チームが存在したこと、

  



彼らが作成した包括的経済綱領が改革の羅針盤的役割を果たしたこと、また、ピ

ノチェとスハルト個人への権力集中により経済テクノクラートが短期的な社会的

要求からある程度遮断されていたことは、両国において一貫性のある経済改革の

実行を可能とした共通の要因であった。 

チリとインドネシアにおける自由主義経済改革の実施は、サッチャー革命に代

表されるような先進諸国における新自由主義の興隆や、途上国における 1980 年代

債務危機以降の構造調整の波に先立つ先駆的事例であった。本稿で扱った大学間

協定による米国からの主流派経済学移転の試みは、そのような先駆性を説明する

一要因であった。 

                                              
∗ 本稿の執筆にあたり、匿名の査読者 3 名より貴重なご指摘を賜りました。編集の労を取って
いただいた編集委員会の皆様と併せ、この場をお借りし、厚く御礼申し上げます。 
1 ここで言うテクノクラートとは、「高度の科学的知識や専門的技術をもって社会組織の管
理・運営にたずさわり、意思決定と行政的執行に権力を行使する技術官僚」(『広辞苑』第四
版)という一般的理解に基づく。 
2 ラテンアメリカにおいてテクノクラートあるいは専門家集団が政治の舞台に現れるのは必
ずしも新しいことではない。古くは 19 世紀末にメキシコのディアス政権が登用したシエンテ
ィフィコスと呼ばれた実証主義者グループに始まり、学者や著名な知識人が政権入りする例は

枚挙に暇がない。しかし、1980 年代以降には次に挙げるようないくつかの新しい傾向が見ら
れた。第一に、政府要職における経済学者の比重が顕著に増加したことである。とりわけ、以

前は欧州諸国への留学経験者の比率が高かったのに対し、米国への大学院留学経験者の比重が

増加した。第二に、多くの国において、経済テクノクラートが経済政策策定における要職を独

占するに止まらず、純粋に経済分野と呼べない分野においても彼等の影響力が強まった。第三

に、経済テクノクラートの影響力拡大は一時的な傾向にとどまらず、政権交代や軍政から民政

への体制移行にもかかわらず維持されている。最後に、以前の構造主義の経済学者が国家主導

の工業化を目指したのに対し、現在の経済テクノクラートが明確に市場主義的立場に立ってい

ることが指摘できる。なお、1990 年代には、強力な政治的影響力を行使するテクノクラート
が次々に誕生し、しばしば「テクノポール」と呼ばれた。 
3 Markoff & Montecinos [1994], p.7. 
4 コーツは、第二次世界大戦後の経済学の国際化が、経済学のアメリカ化、新古典派化として
の側面を持っていたことを指摘している。Coats (ed.)[1997], pp.395-400. 
5 ここでいう大学間協定とは、米国の国際協力局(ICA)の技術協力プログラムとして、1956 年
3 月にシカゴ大学とチリ・カトリック大学の間に締結された経済学に関する協定、及び、フォ
ード財団のインドネシア・プログラムの一環として、1956 年 7 月にカリフォルニア大学バー
クレー校とインドネシア大学の間に締結された経済学に関する協定を指している。両協定は、

それぞれ、シカゴ・ボーイズとバークレー・マフィアの名で知られることになる、両国の経済

テクノクラートの起源となった。 
6 例えば、チリについては Frank [1976], O’Brien [1981]、インドネシアについては Ransom 
[1975]参照。 
7 例えば、Harberger [1997]参照。 
8 1949 年の年次教書は、米国の対外政策における原則として、（1）国連の支持、（2）欧州復
興計画、（3）軍事援助、（4）技術援助の四点を謳っていた。第四点においてトルーマン大統
領は、「われわれは、われわれの科学的優位と産業の発達を低開発国の進歩と成長のために役

立てるために、大胆で新しいプログラムに着手しなければならない」と宣言した。”Inaugural 
Address of Harry S. Truman, January 20, 1949.” 
9 例えば、1957 年度の、相互安全保障計画による援助総額 37､7 億ドルの内、54％に当たる
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20.2 億ドルを軍事援助費が占めていた。残りの非軍事援助費 17.5 億ドルの内 11.6 億ドル
（64％）を防衛支持が占めており、技術援助は僅か 1.5 億ドル(8.7％)に過ぎなかった。経済
企画庁調査局統計課『米国の対外援助(ICA)－1957 年版』。 
10 パッケンハムによると、このような米国の政策決定者の立場は、以下の四つの前提に基づ
いていた。（1）変化と発展は容易に達成可能である、（2）すべての良いこと(例えば経済発展
と政治的民主化)は相伴う、（3）急進主義と革命は良くない、（4）権力の分配は権力の蓄積よ
り重要である。Packenham [1973], p. 20. 
11 1953 年 8 月、相互安全保障局(MSA)と技術協力局(TCA)の統合により対外事業局(FOA)が
創設され、さらに 1955 年 7 月、FOA が改編され ICA が創設された。ICA は 1961 年の対外
援助法により廃止され、国際開発局(USAID)に統合された。 
12 これら米国政府による留学制度は、相互補完的な役割をすることもあった反面、連携不足
や重複が問題となることも少なくなかった。 “Appraisal of Educational Exchange Activities, 
July-December 1956: 17th Semiannual Report to Congress by the U.S. Advisory 
Commission on Educational Exchange, May 13, 1957(House Doc. 176, 85th Congress),” U.S. 
Department of State. American Foreign Policy: Curren  Documents, 1956, 1971, pp. 
1387-1393. 
13 米国の援助局とこれら民間財団の間には、活発な人事交流があった。代表的な例としては、
経済協力局(ECA)の初代長官としてマーシャル・プランの実施に当たったポール・ホフマンが、
長官退任直後の 1950 年にフォード財団の理事長に招かれた例がある。このような人的な絆が
途上国援助における両者の円滑な協力関係を可能にしたと言えよう。 
14 米国から長期間に亘り大量の専門家を派遣することは困難であり、途上国の指導者を育成
すると同時にその現地での再生産を図る大学間協定を活用する方がずっと現実的であると考

えられた。また、大学の専門家を利用することにより援助局による専門スタッフ育成の費用を

抑える効果もあった Humphery (ed.)[1960], pp.22-23. 
15 Berman [1983], p.68. 因みに、経済学分野に限れば ICA による大学間協定は 50 年代には
まだ少数であった。例えば、1959 年 12 月現在で、ICA により実施中の大学提携による技術
援助プログラム 96 件の内、経済学分野に関するプロジェクトは、1956 年にシカゴ大学とチ
リ・カトリック大学間に結ばれた協定の 1 件のみであった。Humphrey (ed.) [1960]. 他方、
フォード財団やロックフェラー財団等の民間財団は、早くから経済学における大学間協定に強

い関心を抱いていた。1956 年に、カリフォルニア大学とインドネシア大学間に結ばれた協定
は、フォード財団のイニシアティヴによるものであった。 
16 協定の具体化にあたり、ICA の現地スタッフは、当初チリ大学との協定締結を目指した。
しかし、当時構造学派と左派系経済学者が多数を占めていた経済学部が、シカゴ大学との協定

締結を望まなかったため、カトリック大学に白羽の矢が当たった。なお、1950 年代当時のカ
トリック大学経済学部では、経営学や会計学が中心で本来の経済学の教育・研究はほとんど行

われていなかった。Fontaine [1988], pp. 23-24, Valdés [1995], pp. 114-117. 
17 シカゴ大学に留学したチリ人学生の中から後にシカゴ・ボーイズと呼ばれた経済テクノク
ラートが生まれた。以下に挙げるのは、彼らの中でも特に代表的な例である。セルヒオ・デ・

カストロ（シカゴ大学経済学博士、経済相 1975－76 年、蔵相 1976－82 年）、パブロ・バラ
オナ(シカゴ大学経済学修士、中銀総裁 1975－76 年、経済相 1976－78 年)、セルヒオ・デ・
ラ・クアドラ（シカゴ大学経済学修士、中銀総裁 1982 年、蔵相 1982 年）、アルバロ・バルド
ン(シカゴ大学経済学修士、中銀総裁 1976－81 年)、ロルフ・ルデルス（シカゴ大学経済学博
士、蔵相兼経済相 1982－83 年）、ミゲル・カスト（シカゴ大学経済学修士、国家計画庁長官
1978－80 年、労働相 1980－82 年、中銀総裁 1982 年）。ただし、同協定によりシカゴ大学に
留学したチリ人エコノミストすべてが、オーソドックスなマネタリズムの信奉者であったわけ

ではないし、また経済テクノクラートとして軍事政権に参加したわけではなかった。たとえば、

カルロス・マサッド(中銀副総裁 1964-67 年、中銀総裁 1967-70 年及び 1996 年-現職)やフレ
ンチ・デービスのように、キリスト教民主党系エコノミストとして、シカゴ・ボーイズとは一

線を画し、軍事政権に批判的な立場をとった者もあった。また、その他多くの留学経験者は、

公共部門ではなく、民間部門や学界の一線において活躍をした。 
18 同協定により、1959 年までに、21 名のチリ人学生がシカゴ大学に留学し、内 11 人がチリ
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に帰国、内 4 名がカトリック大学の常勤講師となった。ICA[1960]. ハーバーガーによれば、
協定締結時に、シカゴへの留学生の内 4 名以上を常勤講師とすることをカトリック大学が約束
していた。実際には、協定の終了した 1964 年までに 13 名が常勤講師となった。
Harberger[1997] p.301.  
19 米国のインドネシア経済情勢に対する憂慮は、当時の大使館から国務相への電信にも反映
されていた。「経済安定のための何らかの措置を実行することは、インドネシアを混乱から救

い出すために不可欠であり、それゆえに米国のインドネシア政策における重要な目標である。」 
“Telegram from the Emabassy in Indonesia to the Department of State, Djakarta, May 20, 
1957,” Foreign Relations, 1955-1957, Vol XX  S uth a  A ia, 1988.  
20 ただし、同協定の準備段階には、米国の国際援助局スタッフが参加している。フォード財
団によるインドネシア・プロジェクトの詳細に関しては、牧田[1998]参照。この他に、ジョグ
ジャカルタのガジャ・マダ大学とウィスコンシン大学との間にも経済学分野の大学間協定が結

ばれている。Koentjaraningrat(ed.)[1979], p. 232, 牧田前掲書 p. 113. 
21 Thee Kian Wie [2001], pp. 173-181. 
22 大きな違いとしては、協定の署名に当事者であるカリフォルニア大学とインドネシア大学
だけでなく、インドネシア政府が参加したことが指摘できる。 
23 彼等の中から、後にバークレー・マフィアと呼ばれた経済テクノクラートが生まれた。中
でも以下に挙げる 5 名は、スハルトが実権を掌握した 1966 年に経済顧問として招集され、そ
の後長きにわたり経済政策策定の要職に留まった。ウィジョヨ・ニティサストロ(カリフォル
ニア大学経済学博士、国家開発企画庁議長 1967－1983 年、国家開発企画担当国務相 1971－
73 年、経済・財政・産業担当調整相 1973－83 年)、アリ・ワルダナ（カリフォルニア大学経
済学博士、蔵相 1968－83 年、経済・財政・産業・開発監査担当調整相 1983－88）、モハマッ
ド・サドリ（M.I.T.経済修士、インドネシア大学経済学博士、労働相 1971－73 年、鉱業相 1973
－78 年）、エミル・サミン（カリフォルニア大学経済博士、国家開発企画庁副長官 1969－73、
国家機構改善担当国務相 1971－73 年、通信相 1973－78 年、開発監査・環境問題担当国務相
1978－83 年、人口・環境問題担当国務相 1983－93 年）、スブロト（マックギル大学経済学修
士、移住・協同組合相 1973－78 年、鉱業・エネルギー相 1978－88 年）。 
24 具体的には、上に見た大学間協定により米国留学した両国の経済テクノクラートが経済改
革において最も影響力を行使した期間、すなわちチリでは 1975～1982 年、インドネシアでは
1966～1974 年を指す。チリでは、1982 年のデ・カストロ蔵相の更迭により、もっともオー
ソドックスな改革の時期は終わりを告げ、シカゴ出身のテクノクラートの影響力は相対的に弱

まった。他方、インドネシアの経済テクノクラートの多くは、1990 年代初頭に至るまで政権
に留まったものの、1970 年代には、石油ブームを背景とした経済民族派の興隆によりその影
響力を減じた。 
25  1960 年代には、デ・カストロが経済社会学部  (Facultad de Ciencias Económicas y 
Sociales)長、バラオナが経済学科(Escuela de Economía)長、ルデルスが経済研究所(Centro de 
Investigaciones Económicas)長を務めるなど、シカゴ留学組が学部の実権を握った。なお、
経済研究所は 1971 年に経済学科(Institute de Economía)に統合された。 
26 キリスト教民主党のフレイ政権は、公約である抜本的農地改革の実施にあたり、公共の福
祉あるいは社会的利益のために国家が私的所有権を制限することを正当化する旨の憲法改正

を行った。このようなフレイ政権による国家イニシアティブの拡大は、チリの企業家層の国家

に対する認識をそれまでの「擁護者」から「民間セクターを脅かす存在」へと変えていく契機

となった。このような傾向は、社会主義への移行を標榜したアジェンデ政権下にさらに強まり、

彼らが新自由主義的経済思想を受入れる重要な素地となったと思われる。 
27 代替綱領の作成は、反アジェンデ派の企業グループからの資金援助により、デ･カストロや
バラオナを中心に作成された。同綱領は、極めて包括的な内容であり、その後の軍事政権によ

る経済政策の基礎となった。CEP [1992]. 
28 当初、ピノチェは便宜的に軍事評議会の議長に任命されたと考えられていた。しかし、彼
は議長の座を利用し、1974 年 6 月に国家最高元首、同 12 月に共和国大統領への任命を獲得
し、さらに翌 75 年 4 月には、閣僚の独占的な任命権及び罷免権を手中に収めた。このような
チリの軍事政権における個人への権力集中は、ブラジル、アルゼンティン、ウルグアイ等、同

  



 
時代の他の南米諸国における権威主義政権には見られなかった特徴である。 
29 1920 年代から 30 年代初頭にかけての短期間を除き、長きにわたり中央政界から排除され
ていたチリの国軍が、国営企業等への直接的な経済権益をほとんど持たなかったことが、他国

の例に比べてチリの国軍による経済への介入が比較的少なかった一つの要因であったと思わ

れる。これに反して、スハルト政権下のインドネシアにおいては、軍出身の高級官僚が国営企

業を牛耳り経済政策にも介入することが少なくなかった。 
30 しかしその反面、1970 年代には、漸進的な自由化を求める中小企業や中小農業経営者を中
心とする一部業界団体と経済政策を担当するシカゴ・ボーイズとの間に、しばしば軋轢が生じ

たのも事実である。このような柔軟性の欠如が 80 年代初頭の経済危機の一因になったとの反
省から、80 年代中頃以降、政府は、積極的な輸出促進政策や一部の価格保護策などを導入す
るとともに、経済策定において業界団体の声を反映させるようになった。 
31 シカゴ・ボーイズ育ての親であるシカゴ大のハーバーガー教授は、経済学部長や大蔵大臣
としてデ・カストロが発揮した「魔術的ともいえるリーダーシップ」が、経済テクノクラート・

チームの団結を強め、チリにおける経済改革の遂行に大きな役割を果たしたと指摘している。

Harberger [1993], p.345. 
32 1982 年 4 月には、初期の改革において中心的役割を果たしたデ・カストロが蔵相を更迭さ
れ、間もなく、それまでの 1 ドル 39 ペソの固定為替レートが改定された。 
33 「第二世代」において蔵相として中心的役割を果たしたビュッヒは、コロンビア大学で経
済学の修士を修めており、オーソドックスなシカゴ学派とは一線を画していた。しかし、1970
年代の経済改革においても、デ・カストロの顧問を務めるなど、改革チームの重要な一角を占

めた。また 1985 年以降、シカゴ大学留学経験者が経済閣僚を占めることは少なくなったが、
他方、次官以下の重要ポストにはシカゴ大学出身者が少なくなかった。 
34 1989 年に 19 年振りに実施された大統領選では、経済政策の基本的継承と社会政策の充実
を公約した、反軍政派の政党連合コンセルタシオンのエイルウィン候補が勝利し、1990 年 3
月民政移管が達成された。 
35 Sadli [1993], pp. 40-41. 
36 陸軍左派が 6 人の将軍を殺害したクーデター未遂事件。当時陸軍戦略予備軍司令官であっ
たスハルトがクーデター派を鎮圧、スハルトとの二重権力状態を経て権力を掌握し、1968 年
正式に大統領に就任した。同事件後、事件に関与したとされた共産党勢力 50 万人から 100 万
人が殺害されたと言われる。 
37 Sadli [1993], pp. 48-49参照。チリのシカゴ･ボーイズにおいてデ･カストロのリーダーシッ
プが重要な役割を果たしたのと同様に、インドネシアのバークレー･マフィアにおいても、留

学時代、インドネシア大学時代より一貫してウィジョジョが発揮したリーダーシップが、経済

改革チームの団結を保つ上で重要な役割を演じた。Salim [1997], pp.54-55. 
38 スハルトは、経済テクノクラート達の危機管理能力やマクロ経済運営能力を非常に高く評
価していたが、他方で政権維持の観点からも、軍の要人や高級官僚との家産的支配関係の維持

を重要視していた。スハルトの政治的手腕は、殊にその卓抜したバランス感覚に象徴されてい

たといわれ、スハルト体制は経済テクノクラートの登用に代表されるような論理的かつフォー

マルな政治手法と家産主義的でインフォーマルな支配手法との微妙なバランスからなってい

たといわれる。経済政策においてもこのようなバランスの論理の下に、経済テクノクラートに

代表される市場経済主義と経済民族主義の間に一種の二重構造が存在したことが指摘されて

いる例えば、ヒラは新秩序体制下のインドネシアにおける経済政策過程を、テクノクラートと

経済民族主義者の間の｢シーソー・ゲーム｣と表現している。Hira [1994], p.36. 他にも、
Robison [1988], pp. 68-69, Woo, Glassburner & Nasution [1994], pp. 40-41, Bowie & Under 
[1997] 等参照。 
39 ただし、実際にこれらテクノクラートに与えられた役割が、近代化の達成による革命の抑
制ではなく、革命的勢力に対する暴力的圧殺の正当化であったことは、皮肉であった。 
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